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※事故想定はH29.7サマースクールの例
※表中の「要配慮者」は「施設敷地緊急事態要避難者」を表す。
※電力事業者、国、県欄の通報文①～㉑は「原子力災害時の通報連絡文（例）」を参照
　 市町村欄の住民への広報ア～ケは「国の要請等に対応した市町村広報文（例）」を参照

Ⅱ-１　初動における情報伝達の流れ（例）　1/3
平成30年1月19日

市町村による原子力安全対策に関する研究会

ＰＡＺ

市町村
住民

警戒事態（ＥＡＬ１）

原子力事業者 国 県
ＵＰＺ外ＵＰＺ

③警戒事象発生通報 

 ＃7外部電源喪失 

 非常用発電機自動起動 

 原子炉注水開始 

地震発生（上中越沖を震源） 柏崎市・刈羽村 震度６強 

①連絡体制の確立等要請 

④市町村に通報③とモニ

タリング情報、県の対応状

況を送付 

◇＃7原子炉緊急停止 

⑥市町村に通報⑤送付 

【⑤要請文】 

・PAZ要配慮者の避難準備 

・PAZ要配慮者への安定ヨ

ウ素剤配布準備 

・県は緊急時モニタリング

センター立ち上げに協力 

・PAZ、UPZ住民等は情報に

注意 
⑦PAZにFAX・電話で避難関

連情報を提供 

○地震災害対策本部設置 

 市町村、北陸地方整備局、NEXCO 

東日本に被害情報の定期的な提供 

を依頼 

 

・新潟地方気象台に毎正時の気象情

報の提供を依頼 

・原子力防災専門官にOFCの被害状

況を確認 

PAZ受入市町（村上市、湯

沢町、妙高市、糸魚川市）

に電話で状況説明し、被

災・受入施設等の状況を確

認。受入準備を要請 

市町村、関係機関にFAXで

モニタリング結果を適宜周

知 

○地震災害対策本部設置 

 住民、建物、道路など被害状況 

の把握 

 

 

 

○避難所開設 

②市町村に通報①送付 

PAZ受入市町（村上市、湯沢町、

妙高市、糸魚川市） 

・被災・受入施設等の状況

を確認し、県に報告 

・避難経由所の施設管理者

は初期準備を実施（開錠、

施設設備チェック） 

【住民への広報 ウ】 

・要配慮者に避難準備を

要請 

・要配慮者の輸送手段確

保 

・保護者に学校等への迎

えを要請 

【住民への広報 ア】 

・情報収集 

・資機材確認 

・保護者に学校等への迎

えを要請（地震被害など市

町の状況による） 

【住民への広報 イ】 

モニタリング結果等を住

民に広報 

モニタリング結果等を住

民に広報 

モニタリング結果等を住

民に広報 

・テレビ、ラジオ、エリアメール、

インターネット等による情報収集 

・家族等の安否確認、安全確保 

・状況に応じて避難所へ避難 

 

【ＵＰＺ】 

・不要不急の外出を控える 

【ＰＡＺ】 

・要配慮者は避難準備開始 

・保護者は学校等へ子ども

を迎えに行く 

・一時滞在者は早期の帰宅 

【ＵＰＺ外】 

・特別な対応必要なし 

・情報収集 

・警戒本部会議開催 

・情報収集 

・警戒本部会議開催 

・情報収集 

・受入体制立上げ 

・住民、建物、道路など被害状況 

の把握 

○原子力事故合同警戒本部設

置（規制庁ERC） 

○原子力警戒本部設置 
 東京電力に原子力発電所の状況

確認、逐次報告を依頼 

○原子力警戒本部設置 

○地震災害対策本部設置 

 住民、建物、道路など被害状況 

の把握 

 

 

 

○避難所開設 

○原子力警戒本部設置 

＜凡例＞ 東京電力と市町村との安全協定等に基づく通報経路 

原子力防災ネットワーク 
一般災害ネットワーク（新潟県情報通信ネットワーク） 

または原子力防災ネットワーク等を状況に応じて活用 
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※事故想定はH29.7サマースクールの例
※表中の「要配慮者」は「施設敷地緊急事態要避難者」を表す。
※電力事業者、国、県欄の通報文①～㉑は「原子力災害時の通報連絡文（例）」を参照
　 市町村欄の住民への広報ア～ケは「国の要請等に対応した市町村広報文（例）」を参照

Ⅱ-１　初動における情報伝達の流れ（例）　2/3
平成30年1月19日

市町村による原子力安全対策に関する研究会

原子力事業者

施設敷地緊急事態（ＥＡＬ２）

県
市町村

ＵＰＺ外ＵＰＺＰＡＺ
住民国

余震発生 柏崎市・刈羽村 震度６弱 

【⑫要請文】 

・PAZ要配慮者は安定ヨウ

素剤の配布を受け避難 

・PAZ住民は避難準備 

・UPZ住民は屋内退避準備 

・PAZ、UPZ住民等は情報

に注意 

⑩市町村に通報⑧送付 

⑪市町村に通報⑨とモニ

タリング情報、県の対応状

況を送付 

⑬市町村に通報⑫送付 

○原子力災害対策本部設置 

○現地災害対策本部設置

（OFCに職員派遣） 

○原子力災害対策本部設置 

○現地災害対策本部設置

（OFCに職員派遣） 

・要配慮者へ避難指示 

・学校等施設の避難指示 

・緊急時地区派遣隊及び

広域避難先遣隊の派遣 

・PAZ住民へ避難準備指

示 

・輸送手段の確保 

・安定ヨウ素剤の緊急配

布の実施 

【住民への広報 エ】 

・屋内退避の準備を指示 

・学校等は屋内退避を実

施。保護者に学校等への

迎えを要請（地震被害など市

町の状況による） 

【住民への広報 オ】 

≪随時≫ 

国、県、PAZ・UPZ市町村、関係機関はＴＶ会議、電話、FAX等で情報共有 

（被災の状況、避難経路の状況、バス手配の状況、受入施設の状況、PAZ避難準備、UPZ屋内退避準備、PAZ住民等安定ヨウ素剤服用準備 等） 

○非常災害対策・原子力事故

対策本部会議 

○現地事故対策連絡会議（OFC） 

⑭原災法第10条通報 

 全交流電源喪失から30分

経過 

（1時間経過で15条事象） 

・PAZ住民への避難指示準

備 
・屋内退避指示準備 ・PAZ要配慮者の受入 

・PAZ住民の受入準備 

・UPZ受入施設準備 

⑮市町村に通報⑭送付 

○原子力事故合同対策本部設

置（官邸） 

○原子力事故合同現地対策本

部設置（OFC） 

○原子力災害対策本部設置 

○現地災害対策本部設置 

PAZ受入市町（村上市、湯沢

町、妙高市、糸魚川市） 

・避難経由所を開設 

・開設状況を県に報告 

PAZ市村に受入施設開設状
況を連絡 

PAZ受入市町（村上市、湯沢町、
妙高市、糸魚川市）に要配慮
者の受入準備状況を確認 

PAZ受入市町（村上市、湯沢

町、妙高市、糸魚川市） 

・要配慮者の受入開始 

【住民への広報 カ】 
 

UPZ受入市町村 

・被災・受入施設等の状

況を確認し、県に報告 

・避難経由所の施設管理

者は初期準備を実施（開

錠、施設設備チェック） 

【ＰＡＺ】 

・要配慮者は避難実施 

・住民は避難準備開始 

・安定ヨウ素剤の服用準備 

【ＵＰＺ】 

・屋内退避の準備 

・保護者は学校等へ子ども

を迎えに行く 

・不要不急の外出を控える 

UPZ受入市町村に電話で状

況説明し、被災・受入施設

等の状況を確認。受入準備

を要請 

【ＵＰＺ外】 

・屋内退避、避難は必要なし 

⑧警戒事象発生通報 

     震度6弱以上の地震発生 

⑨原災法第10条通報 

 残留熱除去機能喪失 

＜凡例＞ 東京電力と市町村との安全協定等に基づく通報経路 

原子力防災ネットワーク 
一般災害ネットワーク（新潟県情報通信ネットワーク） 

または原子力防災ネットワーク等を状況に応じて活用 
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住民
ＰＡＺ

県

全面緊急事態（ＥＡＬ３）

平成30年1月19日
市町村による原子力安全対策に関する研究会

市町村

※事故想定はH29.7サマースクールの例
※表中の「要配慮者」は「施設敷地緊急事態要避難者」を表す。
※電力事業者、国、県欄の通報文①～㉑は「原子力災害時の通報連絡文（例）」を参照
　 市町村欄の住民への広報ア～ケは「国の要請等に対応した市町村広報文（例）」を参照

原子力事業者 国

Ⅱ-１　初動における情報伝達の流れ（例）　3/3

ＵＰＺ外ＵＰＺ

⑰市町村に通報⑯送付 

【⑱全面緊急事態の公示、

指示】 

・PAZの住民等は安定ヨウ

素剤を服用し、避難 

・UPZの住民等は屋内退避

実施 

・PAZ、UPZ住民等は情報

に注意 

㉑市町村に通報⑳送付 

⑯原災法第15条通報 

・原子炉注水機能喪失 

・全交流電源喪失から1時間

経過 
・PAZ住民への避難指示

準備 
・屋内退避指示準備 PAZ受入市町（村上市、湯沢町、

妙高市、糸魚川市） 

・要配慮者の受入 

・PAZ住民の受入準備 
 

UPZ受入市町村 

・避難経由所を開設 

・開設状況を県に報告 

⑳放射性物質放出予測時間

通報 

⑲市町村に通報⑱送付 

・PAZ住民へ避難指示 

・安定ヨウ素剤服用指示 

 

【住民への広報 キ】 

・住民へ屋内退避指示 

・安定ヨウ素剤配布準備 

 

【住民への広報 ク】 

PAZ受入市町（村上市、湯沢町、

妙高市、糸魚川市） 

・PAZ住民の受入開始 

【住民への広報 ケ】 

・避難状況を確認 

・住民へ屋内退避継続指

示 

・避難準備 

状況確認・対応方針の検討及

び決定 

○原子力緊急事態宣言 

○原子力災害対策本部設置

（官邸） 

○原子力災害合同対策協議会（OFC） 

UPZ一時移転に係る実施方針等を協議 

○原子力災害現地対策本部設

置（OFC） 

PAZ市村に状況（受入施設、

避難経路、気象情報等）を

連絡 

≪随時≫ 

国、県、PAZ・UPZ市町村、関係機関はＴＶ会議、電話、FAX等で情報共有 

（被災の状況、避難経路の状況、バス手配の状況、受入施設の状況、避難・屋内退避の状況、安定ヨウ素剤服用、服用準備の状況、避難退域時検査準備の状況 等） 

UPZ・UPZ外の市町村に、

PAZ住民の避難の支障とな

らぬよう、住民の不要不急

の外出を控えるよう広報を

要請 

PAZ要配慮者の避難、屋内

退避状況（場所、人数、職

員数、生活物資の充足等）

を確認 

UPZ受入市町村に受入準備

状況を確認 

【ＵＰＺ外】 

・屋内退避、避難は必要なし 

・不要不急の外出を控える 

【ＵＰＺ】 

・屋内退避実施 

・保護者は学校等へ子ども

を迎えに行く 

・不要不急の外出を控える 

【ＰＡＺ】 

・PAZ住民避難実施 

・安定ヨウ素剤の服用 

PAZ受入市町（村上市、湯沢町、

妙高市、糸魚川市） 

・PAZ住民の受入 

 

UPZ受入市町村 

・UPZ住民の受入準備 

＜凡例＞ 東京電力と市町村との安全協定等に基づく通報経路 

原子力防災ネットワーク 
一般災害ネットワーク（新潟県情報通信ネットワーク） 

または原子力防災ネットワーク等を状況に応じて活用 
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